
ユ
ド
ヨ
ノ
大
統
領
は
、
大
統
領
選
挙
で
の
政
治

公
約
に
「
繁
栄
す
る
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
実
現
」
を

掲
げ
、
経
済
成
長
を
目
指
す
姿
勢
を
明
確
に
打
ち

出
し
た
。
前
メ
ガ
ワ
テ
ィ
政
権
下
で
イ
ン
ド
ネ
シ

ア
経
済
は
安
定
を
取
り
戻
し
、
ア
ジ
ア
通
貨
危
機

以
来
の
Ｉ
Ｍ
Ｆ
に
よ
る
経
済
管
理
を
卒
業
し
た
。

し
か
し
、
四
〜
五
％
の
安
定
成
長
で
は
失
業
率
は

年
々
増
加
す
る
。
成
長
な
く
し
て
は
貧
困
も
失
業

も
解
決
で
き
な
い
。
こ
の
認
識
に
立
っ
て
、
経
済

政
策
を
「
安
定
」
か
ら
「
成
長
」

志
向
に
転
換
し
た
の
が
ユ
ド
ヨ
ノ

政
権
の
特
徴
で
あ
る
。
そ
し
て
、

「
成
長
」
実
現
の
た
め
の
数
々
の

行
動
計
画
案
を
携
え
て
、
政
権
は

ス
タ
ー
ト
し
た
。

と
こ
ろ
が
、
ス
マ
ト
ラ
沖
大
地

震
・
津
波
を
皮
切
り
に
、
ユ
ド
ヨ

ノ
政
権
は
想
定
外
の
外
的
シ
ョ
ッ

ク
に
相
次
い
で
見
舞
わ
れ
た
。
と

り
わ
け
経
済
運
営
を
混
乱
さ
せ
た

の
は
、
未
曾
有
の
津
波
被
害
を
受

け
た
ア
チ
ェ
問
題
と
、
国
際
原
油

価
格
の
高
騰
で
あ
る
。
政
権
一
年

目
の
経
済
運
営
は
、
予
期
せ
ぬ
事

態
へ
の
対
応
に
忙
殺
さ
れ
、
そ
の
な
か
で
何
と
か

経
済
の
「
安
定
」
を
維
持
す
る
こ
と
に
手
一
杯
で

あ
っ
た
。
シ
ョ
ッ
ク
へ
の
対
応
力
は
高
く
評
価
す

べ
き
だ
が
、
ユ
ド
ヨ
ノ
政
権
に
期
待
さ
れ
た
、

「
安
定
」
か
ら
一
歩
進
ん
だ
「
成
長
」
の
た
め
の

施
策
に
は
目
立
っ
た
成
果
が
な
く
、
政
権
二
年
目

の
宿
題
と
し
て
持
ち
越
さ
れ
た
。

●
投
資
に
牽
引
さ
れ
た
六
％
成
長

ユ
ド
ヨ
ノ
政
権
一
年
目
の
経
済
パ
フ
ォ
ー
マ
ン

ス
は
決
し
て
悪
く
は
な
い
。
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
は
、

投
資
と
輸
出
の
成
長
が
重
な
っ
て
３
四
半
期
平
均

で
六
・
一
％
と
な
っ
た
（
図
１
）。
メ
ガ
ワ
テ
ィ

政
権
期
の
平
均
成
長
率
四
・
三
％
よ
り
二
ポ
イ
ン

ト
近
く
高
い
。
任
期
中
の
五
年
間
で
平
均
六
・
六

％
の
成
長
を
目
標
に
掲
げ
る
ユ
ド
ヨ
ノ
政
権
と
し

て
は
、
ま
ず
ま
ず
の
滑
り
出
し
と
い
え
る
。

注
目
す
べ
き
は
、
投
資
（
総
固
定
資
本
形
成
）

の
成
長
で
あ
る
。
危
機
後
の
経
済
回
復
は
も
っ
ぱ

ら
消
費
需
要
に
牽
引
さ
れ
て
き
た
が
、
二
○
○
四

年
か
ら
投
資
が
消
費
に
代
わ
る
牽
引
役
を
果
た
し

始
め
た
。
現
在
、
６
四
半
期
連
続
で
投
資
は
二
桁

成
長
を
続
け
て
い
る
が
、
こ
れ
は
実
は
一
九
八
八

〜
九
○
年
以
来
の
こ
と
で
あ
る
。
固
定
資
本
の
内

訳
を
み
る
と
、
需
要
規
模
で
は
建
物
、
伸
び
率
で

は
輸
入
機
械
設
備
が
大
き
い
。
実
際
、
輸
入
統
計

で
も
資
本
財
輸
入
は
消
費
財
の
二
二
％
を
上
回
る

三
六
％
の
高
い
伸
び
を
み
せ
て
い
る
（
二
○
○
五

年
一
〜
八
月
）。
投
資
調
整
庁
に
よ
る
同
年
一
〜

九
月
の
投
資
実
績
速
報
（
石
油
ガ
ス
と
金
融
を
除

く
）
で
は
、
国
内
投
資
は
前
年
同
期
比
二
一
％
増

の
一
二
兆
ル
ピ
ア
、
外
国
投
資
は
同
二
・
六
倍
の

七
六
億
ド
ル
と
な
っ
た
。
外
国
直
接
投
資
は
、
危

機
前
の
水
準
に
は
お
よ
ば
な
い
も
の
の
、
危
機
後

で
は
最
も
高
い
記
録
に
な
り
そ
う
で
あ
る
。

投
資
と
並
ぶ
成
長
牽
引
役
の
輸
出
は
、
一
〜
八

月
の
輸
出
統
計
で
前
年
同
期
比
二
四
％
増
、
そ
の

う
ち
非
石
油
ガ
ス
は
二
五
％
増
で
あ
っ
た
。
た
だ

し
、
伸
び
率
が
高
い
の
は
世
界
的
に
需
給
が
逼
迫

し
て
い
る
鉱
物
関
連
品
で
、
工
業
製
品
は
一
九
％

の
伸
び
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
。

二
○
○
五
年
の
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
諸
国
の
平
均
経
済

成
長
率
が
五
％
前
後
と
み
ら
れ
る
な
か
で
、
イ
ン

ド
ネ
シ
ア
の
六
％
成
長
は
ベ
ト
ナ
ム
に
次
い
で
相

対
的
に
高
い
位
置
に
あ
る
。
投
資
主
導
の
成
長
で

あ
る
こ
と
も
、
成
長
の
持
続
性
の
点
か
ら
評
価
で

き
る
。
堅
調
な
成
長
の
持
続
に
よ
っ
て
、
危
機
後

に
深
刻
な
問
題
と
な
っ
た
対
外
債
務
の
負
担
は
大

III IIIVIIIIIIIVIIIIIIIVIIIIIIIVIIII

％ 

2001 2002 2003 2004 2005
メガワティ 
政権 

ユドヨノ 
政権 

（2000年基準） 
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図１　GDP実質成長率の推移

（出所）中央統計庁。
「
成
長
」
を
目
指
す
ユ
ド
ヨ
ノ
政
権
の
苦
難

佐
藤
百
合

特
集
第
Ⅰ
部
│
「
成
長
」
へ
向
け
た
政
策
と
課
題
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き
く
軽
減
し
た
。
政
府
の
対
外
債
務
残
高
は
そ
れ

ほ
ど
変
わ
ら
な
い
も
の
の
、
民
間
を
含
め
た
対
外

債
務
合
計
額
を
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
で
み
る
と
、
ピ
ー
ク
時

の
一
六
三
％
か
ら
二
○
○
五
年
六
月
に
は
五
○
％

に
ま
で
低
下
し
た
（
図
２
）。

●
ユ
ド
ヨ
ノ
政
権
の
経
済
課
題

ユ
ド
ヨ
ノ
政
権
の
中
心
的
経
済
課
題
は
、
雇
用

創
出
、
貧
困
削
減
、
そ
れ
を
可
能
に
す
る
成
長
の

実
現
で
あ
る
。
国
家
開
発
企
画
庁
（
バ
ペ
ナ
ス
）

が
ま
と
め
た
国
家
中
期
開
発
計
画
は
、
こ
の
三
つ

の
課
題
に
そ
れ
ぞ
れ
数
値
目
標
を
掲
げ
て
い
る

（
表
１
）。
イ
ン
フ
レ
、
財
政
収
支
、
政
府
債
務

の
管
理
と
い
っ
た
マ
ク
ロ
的
安
定
を
大
前
提
と
し
、

そ
の
う
え
で
成
長
を
加
速
さ
せ
て
二
○
○
九
年
ま

で
に
失
業
率
と
貧
困
率
を
半
減
さ
せ
る
と
い
う
目

標
で
あ
る
。

こ
の
目
標
は
も
と
も
と
ユ
ド
ヨ
ノ
大
統
領
の
政

治
公
約
と
し
て
提
示
さ
れ
た
も
の
で
、
か
な
り
野

心
的
な
数
値
で
あ
る
こ
と
を
バ
ペ
ナ
ス
の
ス
リ
・

ム
ル
ヤ
ニ
長
官
も
認
め
て
い
る
。
と
く
に
難
し
い

の
が
雇
用
で
あ
る
。
一
％
の
成
長
が
四
○
万
人
の

雇
用
を
創
出
す
る
と
仮
定
す
る
と
、
六
％
の
成
長

で
よ
う
や
く
新
規
参
入
労
働
力
を
吸
収
で
き
、
さ

ら
に
既
存
の
失
業
を
減
少
さ
せ
る
に
は
論
理
的
に

は
七
・
五
％
ほ
ど
の
成
長
が
必
要
だ
と
い
う
。

成
長
を
加
速
さ
せ
る
に
は
投
資
が
不
可
欠
で
あ

る
。
中
期
開
発
計
画
は
、
五
年
間
の
総
投
資
必
要

額
を
四
○
七
三
兆
ル
ピ
ア
（
四
六
四
九
億
ド
ル
）

と
見
積
も
っ
て
い
る
（
表
２
）。
財
政
の
出
動
余

地
は
限
ら
れ
て
い
る
と
の
認
識
か
ら
、
全
体
の
八

五
％
を
民
間
投
資
と
し
、
そ
れ
を
上
回
る
八
八
％

を
国
内
民
間
貯
蓄
で
賄
う
計
画
で
あ
る
。
す
な
わ

ち
、
政
府
投
資
の
一
部
に
も
民
間
貯
蓄
を
動
員
す

る
こ
と
が
想
定
さ
れ
て
い
る
。

ユ
ド
ヨ
ノ
政
権
の
経
済
目
標
を
達
成
す
る
に
は

民
間
投
資
の
活
性
化
が
必
要
で
あ
り
、
そ
の
た
め

の
投
資
環
境
の
改
善
が
急
務
で
あ
る
と
の
認
識
が

政
権
内
と
財
界
に
強
ま
っ
た
。
成
長
に
向
け
た
施

策
は
「
投
資
環
境
の
改
善
」
と
い
う
キ
ー
ワ
ー
ド

に
集
約
さ
れ
、
政
治
面
で
の
「
汚
職
撲
滅
」
と
並

ぶ
二
大
テ
ー
マ
と
し
て
ユ
ド
ヨ
ノ
政
権
の
手
腕
に

期
待
が
か
け
ら
れ
た
。
政
府
は
早
速
、
経
済
団
体

や
外
国
政
府
か
ら
の
提
案
も
容
れ
て
、
投
資
環
境

の
改
善
に
向
け
た
行
動
計
画
を
練
り
、
一
○
○
日

ア
ジ
ェ
ン
ダ
の
経
済
政
策
の
筆
頭
に
そ
れ
を
掲
げ

て
改
革
へ
の
意
欲
を
示
し
た
。

●
「
成
長
」
に
向
け
た
施
策
│
一
年
目

に
ど
こ
ま
で
進
ん
だ
か

政
権
発
足
当
初
の
意
欲
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
冒

頭
に
述
べ
た
と
お
り
、「
成
長
」
政
策
の
成
果
は

決
定
打
を
欠
い
た
ま
ま
一
年
が
経
過
し
た
。
し
か

し
、
ま
っ
た
く
動
き
が
な
か
っ
た
わ
け
で
は
な
い
。

イ
ン
フ
ラ
開
発
に
つ
い
て
は
、
民
間
に
投
資
機

会
を
開
放
す
る
と
い
う
方
針
が
明
確
に
打
ち
出
さ

れ
た
。
二
○
○
五
年
一
月
に
政
府
は
イ
ン
ド
ネ
シ

ア
商
工
会
議
所
と
共
同
で
イ
ン
フ
ラ
・
サ
ミ
ッ
ト

を
開
催
し
、
民
間
投
資
・
民
間
協
力
を
振
興
し
た

い
イ
ン
フ
ラ
案
件
リ
ス
ト
を
提
示
し
た
。
こ
れ
に

よ
っ
て
、
イ
ン
フ
ラ
開
発
に
お
け
る
民
間
と
政
府

の
担
当
区
分
が
具
体
的
に
明
ら
か
に
さ
れ
た
こ
と

に
は
意
義
が
あ
る
。

民
間
イ
ン
フ
ラ
投
資
を
進
め
る
に
は
、
法
的
枠

組
み
を
変
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
イ
ン
ド
ネ
シ

ア
の
イ
ン
フ
ラ
関
連
法
は
こ
れ
ま
で
政
府
・
国
営

企
業
を
事
業
主
体
と
想
定
し
て
い
た
か
ら
で
あ
る
。

メ
ガ
ワ
テ
ィ
政
権
期
に
民
間
投
資
を
視
野
に
入
れ

た
道
路
法
、
建
物
法
、
水
資
源
法
が
成
立
し
、
現

政
権
下
で
そ
れ
ぞ
れ
の
実
施
細
則
が
政
令
と
し
て

公
布
さ
れ
た
。
法
の
整
備
を
受
け
て
、
高
速
道
路

で
は
民
間
開
放
案
件
四
件
、
政
府
案
件
七
件
が
成

約
に
こ
ぎ
つ
け
た
。

民
間
イ
ン
フ
ラ
投
資
に
対
す
る
政
府
保
証
に
つ

い
て
も
、
制
度
的
な
前
進
が
み
ら
れ
た
。
大
統
領

令
に
よ
っ
て
再
発
足
し
た
イ
ン
フ
ラ
整
備
促
進
政

策
委
員
会
（
Ｋ
Ｋ
Ｐ
Ｐ
Ｉ
）
を
中
心
に
、
政
府
保

証
を
付
与
す
る
か
否
か
を
決
定
す
る
仕
組
み
が
作

経済指標 2005 2009 年平均
GDP実質成長率 5.5 7.6 6.6 
　民間消費 4.3 5.3 4.8 
　投資 14.6 12.8 13.7 
　輸出 5.7 10.1 7.9 
完全失業率 9.5 5.1 －
貧困人口比率 16.6* 8.2 －
インフレ率 7.0 3.0 －
財政収支（GDP比） -0.7 0.3 －
政府対外債務（GDP比） 21.6 12.6 －
政府国内債務（GDP比） 26.3 19.2 －

表１　 中期開発計画（2005 ～ 2009 年度）

の経済目標 （％）

（出所）国家開発企画庁「国家中期開発計画」。
（注）*2004 年。

2005 2006 2007 2008 2009
５年間
合計

投資必要額（兆ルピア） 529 653 806 962 1,123 4,073
   GDP 比（％） 21.0 23.1 25.3 27.1 28.5 25.4

うち政府投資（構成比：％） 16.4 15.6 14.1 14.1 14.5 14.7

　　民間投資 83.6 84.4 85.9 85.9 85.5 85.3
資金調達源（構成比：％）
　政府貯蓄 11.7 11.8 12.1 13.1 14.3 12.8
　国内民間貯蓄 96.2 90.3 88.3 86.1 83.7 87.8
　海外貯蓄 -7.9 -2.1 -0.4 0.8 2.0 -0.7

表２　中期開発計画における投資計画と資金調達源

（出所）表１に同じ。
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図２　対外債務残高とGDP比の推移

（出所）『インドネシア資料データ集』（アジア経済研究所）、インドネシア銀行月報。
（注）（1） 名目 GDPは 2002 年まで 1993 年基準、2003 年以降 2000 年基準の

数値を用いた。
         （2）2005 年は６月時点。
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特
集

特集／インドネシア・ユドヨノ政権の１年

ら
れ
た
の
で
あ
る
。

政
府
保
証
を
求
め

る
す
べ
て
の
民
間

投
資
案
件
は
各
省

庁
が
優
先
順
位
を

つ
け
た
う
え
で
同

委
員
会
に
提
出
さ

れ
る
。
同
委
員
会

は
、
省
庁
横
断
的

な
セ
ク
タ
ー
間
の

優
先
度
を
勘
案
し

て
政
府
保
証
を
付

与
す
る
案
件
を
決

定
し
、
投
資
ス
ケ

ジ
ュ
ー
ル
を
策
定

し
て
大
蔵
省
に
提

出
す
る
。
最
終
的

に
大
蔵
省
が
予
算

状
況
を
み
な
が
ら
保
証
可
能
な
案
件
を
絞
り
、
保

証
の
形
態
を
案
件
ご
と
に
決
め
て
い
く
と
い
う
。

一
方
、
投
資
振
興
の
観
点
か
ら
注
目
さ
れ
て
い

た
の
が
投
資
調
整
庁
（
Ｂ
Ｋ
Ｐ
Ｍ
）
の
位
置
づ
け

と
新
投
資
法
の
成
立
で
あ
る
。
投
資
行
政
の
要
と

し
て
投
資
調
整
庁
を
閣
僚
級
機
関
に
格
上
げ
す
る

案
も
取
り
沙
汰
さ
れ
た
が
、
結
局
、
同
庁
は
独
立

し
た
政
府
機
関
か
ら
商
業
省
管
轄
下
の
庁
へ
と
移

さ
れ
、
商
業
省
が
貿
易
・
投
資
を
所
轄
す
る
こ
と

に
な
っ
た
。
こ
の
変
化
は
、
ユ
ド
ヨ
ノ
政
権
下
で

新
た
に
作
成
中
の
新
投
資
法
案
と
関
係
が
あ
る
。

メ
ガ
ワ
テ
ィ
政
権
期
に
準
備
さ
れ
て
い
た
投
資
法

案
の
要
点
は
、
外
国
資
本
と
国
内
資
本
を
同
等
に

扱
う
、
外
資
の
内
国
民
待
遇
で
あ
っ
た
。
こ
の
点

に
加
え
て
、
現
政
権
の
法
案
は
投
資
の
許
可
制
か

ら
登
録
制
へ
の
移
行
を
も
盛
り
込
ん
で
い
る
。
も

し
こ
れ
が
実
現
す
れ
ば
、
投
資
手
続
き
は
抜
本
的

に
簡
便
化
さ
れ
る
。
投
資
調
整
庁
は
許
可
機
関
で

は
な
く
な
り
、
投
資
窓
口
と
し
て
投
資
活
動
の
円

滑
化
と
調
整
を
担
当
す
る
サ
ー
ビ
ス
機
関
と
な
る
。

こ
う
し
た
新
投
資
法
が
成
立
す
れ
ば
画
期
的
だ
が
、

あ
と
六
カ
月
ほ
ど
の
時
間
を
要
す
る
と
み
ら
れ
る
。

ユ
ド
ヨ
ノ
政
権
下
で
た
し
か
に
新
た
な
動
き
は

み
ら
れ
る
も
の
の
、
租
税
・
通
関
制
度
、
労
働
行

政
に
は
大
き
な
前
進
は
な
く
、
投
資
環
境
を
抜
本

的
に
改
善
す
る
よ
う
な
成
果
は
い
ま
だ
上
が
っ
て

い
な
い
（
後
掲
の
桑
原
論
文
、
石
田
論
文
を
参

照
）。

●
「
石
油
シ
ョ
ッ
ク
」
へ
の
対
応

ユ
ド
ヨ
ノ
政
権
発
足
か
ら
二
カ
月
後
の
二
○
○

四
年
末
、
ス
マ
ト
ラ
沖
大
地
震
・
津
波
が
発
生
し
、

死
者
・
行
方
不
明
者
二
○
万
と
い
う
未
曾
有
の
被

害
を
も
た
ら
し
た
。
バ
ペ
ナ
ス
や
公
共
事
業
省
は
、

二
○
○
五
年
六
月
ま
で
か
か
り
き
り
で
被
災
地
救

済
・
復
興
対
策
に
取
り
組
ん
だ
。

同
じ
頃
、
別
の
想
定
外
の
シ
ョ
ッ
ク
が
降
り
か

か
っ
て
き
た
。
国
際
原
油
価
格
の
高
騰
で
あ
る
。

一
九
七
○
年
代
の
原
油
価
格
の
高
騰
は
、
産
油
国

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
に
「
石
油
ブ
ー
ム
」
を
も
た
ら
し

た
。
な
の
に
、
な
ぜ
今
回
は
深
刻
な
「
石
油
シ
ョ

ッ
ク
」
と
な
っ
た
の
か
。

「
石
油
シ
ョ
ッ
ク
」
は
、
石
油
生
産
の
減
少
、

国
内
消
費
の
急
増
に
、
原
油
高
騰
が
重
な
っ
て
発

生
し
た
。
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
石
油
生
産
は
、
経
済

危
機
以
来
、
石
油
開
発
投
資
が
低
減
し
た
こ
と
を

主
因
に
、
二
○
○
○
年
の
一
二
七
万
バ
レ
ル
／
日

か
ら
二
○
○
四
年
の
九
七
万
バ
レ
ル
／
日
へ
と
減

少
し
た
。
他
方
、
国
内
の
石
油
燃
料
消
費
は
、
政

府
の
補
助
金
で
価
格
が
低
く
抑
え
ら
れ
て
い
る
こ

と
も
あ
っ
て
経
済
回
復
が
本
格
化
す
る
に
つ
れ
て

増
加
し
、
二
○
○
四
年
に
は
一
二
○
万
バ
レ
ル
／

日
に
も
達
し
た
。
こ
の
結
果
、
石
油
と
石
油
燃
料

の
輸
入
が
膨
ら
み
、
燃
料
を
含
め
た
貿
易
バ
ラ
ン

ス
は
二
○
○
四
年
に
四
○
億
ド
ル
近
い
赤
字
に
転

落
し
た
（
図
３
）。
純
輸
出
国
で
あ
っ
た
一
九
七

○
年
代
と
は
、
石
油
の
生
産
・
消
費
バ
ラ
ン
ス
と

貿
易
構
造
が
一
変
し
た
の
で
あ
る
。

一
方
政
府
は
、
財
政
赤
字
を
目
標
ど
お
り
に
抑

え
る
た
め
に
石
油
燃
料
を
値
上
げ
し
、
石
油
燃
料

補
助
金
を
削
減
す
る
必
要
に
迫
ら
れ
て
い
た
。
し

か
し
、
燃
料
値
上
げ
は
か
つ
て
ス
ハ
ル
ト
政
権
崩

壊
の
き
っ
か
け
に
も
な
っ
た
、
き
わ
め
て
政
治
リ

ス
ク
の
高
い
イ
シ
ュ
ー
で
あ
る
。
政
府
は
、
富
裕

層
を
も
利
す
る
燃
料
補
助
金
を
節
約
し
て
そ
の
財

政
資
金
を
貧
困
層
向
け
の
教
育
・
保
健
分
野
の
投

資
に
振
り
向
け
る
こ
と
の
重
要
性
を
国
民
に
説
き
、

二
○
○
五
年
三
月
、
庶
民
の
生
活
に
直
結
す
る
灯

油
を
据
え
置
い
て
ガ
ソ
リ
ン
・
軽
油
だ
け
を
平
均

二
九
％
値
上
げ
し
た
。

と
こ
ろ
が
、
こ
の
三
月
の
値
上
げ
時
点
で
す
で

に
計
算
は
狂
い
始
め
た
。
国
際
原
油
価
格
は
予
算

の
前
提
で
あ
る
二
四
ド
ル
／
バ
レ
ル
よ
り
は
る
か

に
高
騰
し
、
し
か
も
燃
料
消
費
量
が
前
年
の
二
・

五
倍
も
の
ス
ピ
ー
ド
で
拡
大
し
て
い
た
か
ら
で
あ

図３　原油・石油燃料の輸出入バランス
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る
。
国
際
原
油
価
格
が
前
提
価
格
よ
り
一
ド
ル
上

が
る
ご
と
に
燃
料
補
助
金
は
約
四
兆
ル
ピ
ア
増
え
、

石
油
ガ
ス
歳
入
の
増
加
分
を
上
回
っ
て
財
政
赤
字

は
約
一
兆
ル
ピ
ア
拡
大
す
る
。
か
り
に
六
○
ド
ル

／
バ
レ
ル
に
な
れ
ば
、
燃
料
補
助
金
は
一
九
兆
ル

ピ
ア
か
ら
一
六
○
兆
ル
ピ
ア
に
も
膨
張
し
、
歳
出

の
三
分
の
一
に
達
す
る
。
三
月
の
値
上
げ
に
も
か

か
わ
ら
ず
、
予
想
外
の
原
油
高
騰
と
消
費
拡
大
で

再
び
財
政
は
破
綻
の
危
機
に
直
面
し
た
。

三
月
以
降
、
通
貨
ル
ピ
ア
は
下
げ
始
め
、
イ
ン

フ
レ
率
が
上
昇
し
、
公
定
歩
合
に
相
当
す
る
中
銀

証
書
レ
ー
ト
は
実
質
マ
イ
ナ
ス
金
利
に
転
落
し
た
。

し
か
し
中
央
銀
行
は
、
ル
ピ
ア
下
落
は
ド
ル
実
需

に
よ
る
も
の
と
し
て
、
経
済
成
長
に
水
を
差
す
金

利
引
上
げ
を
見
送
っ
た
。
実
際
、
ル
ピ
ア
下
落
の

原
因
の
一
つ
は
国
営
石
油
会
社
プ
ル
タ
ミ
ナ
の
ド

ル
買
い
に
あ
っ
た
。
プ
ル
タ
ミ
ナ
は
、
原
油
よ
り

も
割
高
の
石
油
燃
料
の
輸
入
が
多
く
、
し
か
も
輸

出
ド
ル
収
入
を
輸
入
代
金
に
は
充
て
ら
れ
な
い
仕

組
み
で
あ
る
た
め
、
輸
入
用
ド
ル
を
す
べ
て
市
場

か
ら
調
達
し
て
い
た
。

中
央
銀
行
は
七
月
に
な
っ
て
よ
う
や
く
利
上
げ

に
転
じ
、
プ
ル
タ
ミ
ナ
へ
の
燃
料
補
助
金
を
中
銀

が
直
接
ド
ル
建
て
で
支
払
う
な
ど
の
ド
ル
買
い
緩

和
策
を
採
っ
た
。
し
か
し
八
月
、
政
府
が
国
会
に

二
○
○
六
年
度
予
算
を
上
程
す
る
と
、
そ
の
前
提

で
あ
る
原
油
価
格
四
○
ド
ル
／
バ
レ
ル
が
非
現
実

的
だ
と
し
て
政
府
の
財
政
運
営
に
対
す
る
疑
念
が

一
気
に
市
場
に
広
が
り
、
市
場
不
安
か
ら
ル
ピ
ア

が
急
落
し
た
。
中
銀
は
即
座
に
利
上
げ
で
対
応
し
、

政
府
も
燃
料
価
格
の
再
値
上
げ
を
と
も
な
う
抜
本

的
な
打
開
策
を
採
ら
ざ
る
を
得
な
く
な
っ
た
。

結
局
政
府
は
一
○
月
一
日
、
ガ
ソ
リ
ン
八
八
％
、

軽
油
一
○
五
％
、
灯
油
一
八
六
％
と
い
う
史
上
最

大
幅
の
燃
料
価
格
値
上
げ
を
断
行
し
た
。
こ
れ
に

よ
り
、
石
油
燃
料
向
け
補
助
金
は
八
九
兆
ル
ピ
ア
、

財
政
赤
字
は
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
○
・
九
％
の
二
五
兆
ル
ピ

ア
に
抑
え
ら
れ
、
財
政
危
機
は
回
避
さ
れ
た
。
連

日
の
値
上
げ
反
対
デ
モ
や
買
い
溜
め
の
行
列
で
社

会
は
混
乱
し
た
が
、
大
規
模
な
騒
乱
に
は
至
ら
な

か
っ
た
。
日
々
の
煮
炊
き
を
灯
油
に
頼
る
庶
民
に

と
っ
て
灯
油
の
三
倍
近
い
値
上
げ
は
大
変
な
打
撃

で
、
不
満
が
残
る
こ
と
も
予
想
さ
れ
る
。
だ
が
、

歴
代
政
権
に
と
っ
て
鬼
門
で
あ
っ
た
燃
料
値
上
げ

を
ユ
ド
ヨ
ノ
政
権
が
乗
り
越
え
た
こ
と
、
問
題
を

先
送
り
に
せ
ず
早
期
の
値
上
げ
で
年
度
中
の
不
安

定
要
因
を
除
去
で
き
た
こ
と
は
、
政
権
の
手
腕
と

し
て
高
く
評
価
さ
れ
る
。
国
民
に
痛
み
を
強
い
る

措
置
に
慎
重
な
姿
勢
を
採
り
続
け
る
ユ
ド
ヨ
ノ
大

統
領
に
対
し
、
カ
ラ
副
大
統
領
や
バ
ク
リ
経
済
調

整
相
、
官
庁
エ
コ
ノ
ミ
ス
ト
、
そ
し
て
経
済
団
体

が
早
期
の
決
断
を
迫
り
、
国
会
も
そ
れ
を
後
押
し

し
た
結
果
で
あ
っ
た
。

●
一
年
目
の
成
果
、
二
年
目
の
宿
題

ユ
ド
ヨ
ノ
政
権
の
一
年
を
振
り
返
っ
て
、
経
済

政
策
の
な
か
で
最
も
大
き
な
成
果
を
挙
げ
る
と
す

れ
ば
、
石
油
燃
料
価
格
の
大
幅
値
上
げ
で
あ
っ
た
。

燃
料
補
助
金
政
策
は
、
燃
料
の
大
量
消
費
、
石
油

・
燃
料
の
入
超
化
と
い
う
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
現
実

に
照
ら
し
て
持
続
可
能
な
政
策
で
は
な
い
。
財
政

運
営
の
点
か
ら
も
、
政
府
消
費
か
ら
投
資
へ
、
ば

ら
ま
き
支
出
か
ら
貧
困
タ
ー
ゲ
ッ
ト
へ
の
切
替
え

は
合
理
的
な
政
策
で
あ
る
。
高
い
政
治
リ
ス
ク
を

と
も
な
う
燃
料
値
上
げ
を
、
国
民
へ
の
説
明
責
任

を
充
分
に
果
た
し
つ
つ
、
今
後
も
段
階
的
に
進
め

て
い
く
こ
と
が
ユ
ド
ヨ
ノ
政
権
に
は
求
め
ら
れ
る

が
、
そ
の
試
金
石
と
な
る
第
一
歩
を
政
権
は
成
功

裡
に
踏
み
出
し
た
。

反
対
に
、
さ
ま
ざ
ま
な
行
動
計
画
を
準
備
し
て

い
た
「
成
長
」
に
向
け
た
政
策
に
は
見
る
べ
き
成

果
は
な
か
っ
た
。
一
年
目
の
経
済
パ
フ
ォ
ー
マ
ン

ス
は
好
調
に
推
移
し
た
が
、
二
年
目
は
燃
料
大
幅

値
上
げ
の
影
響
で
減
速
が
予
想
さ
れ
る
。
金
融
当

局
は
引
き
締
め
に
転
じ
た
。
財
政
出
動
の
余
地
は

限
ら
れ
て
い
る
。
だ
か
ら
こ
そ
、
規
制
緩
和
、
行

政
サ
ー
ビ
ス
の
効
率
化
、
不
透
明
な
コ
ス
ト
の
除

去
と
い
っ
た
投
資
環
境
改
善
に
向
け
た
政
府
の
努

力
が
重
要
な
意
味
を
持
つ
。
投
資
法
、
税
法
、
遅

れ
て
い
る
港
湾
法
、
空
港
法
、
鉄
道
法
の
運
輸
三

法
、
い
っ
た
ん
違
憲
と
な
っ
た
新
電
力
法
な
ど
、

基
本
的
な
経
済
法
を
二
年
目
に
成
立
さ
せ
る
こ
と

が
イ
ン
フ
ラ
を
含
む
投
資
の
活
性
化
に
大
き
く
影

響
し
よ
う
。

投
資
と
輸
出
は
比
較
的
好
調
と
は
い
え
、
そ
の

内
容
を
み
る
と
製
造
業
は
主
役
に
は
な
っ
て
い
な

い
。
財
界
と
の
太
い
パ
イ
プ
を
持
つ
現
政
権
の
特

性
を
プ
ラ
ス
に
活
か
し
て
、
国
際
競
争
の
下
で
イ

ン
ド
ネ
シ
ア
の
産
業
競
争
力
を
い
か
に
し
て
向
上

さ
せ
て
い
く
か
、
官
民
対
話
を
通
じ
て
そ
の
方
策

を
具
体
化
し
て
い
く
努
力
が
必
要
で
あ
る
。

（
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